












































































　（ 2）　Bは、平成16年 1 月19日、原告の代表取締役である C（以下「C
社長」という。）に対し、「金利スワップ取引のご案内（調達コストの上昇リ
スクヘッジ）」と題する書面（以下「本件提案書」という。）を交付して、本










































翌 4 日、C社長に対し、固定金利が年2.445% となることを連絡し、了承
を得た。
　（ 4）　こうして、被告と原告との間で、平成16年 3 月 4 日、本件契約が
締結された。本件契約の内容は、次のとおりである。想定元本は 3 億円
で、取引期間は平成17年 3 月 8 日から平成23年 3 月 8 日までの 6年間、原
告から被告への金利支払条件は、年「2.445%」の固定金利で、支払日が
平成17年 6 月 8 日から 3箇月ごとであった。一方、被告から原告への金利
支払条件は、「 3 箇月 TIBOR ＋ 0 %」の変動金利で、支払日は、平成17
年 6 月 8日から 3箇月ごとであった。
























































































































88　　早法 90 巻 3 号（2015）
明義務を尽くしたものということができる。」





































　「契約①」契約締結日は平成15年 7 月 9 日（先スタート型）。想定元本は
4億円、取引期間は平成16年 7 月12日から 6年間。原告から被告への金利
支払条件は、固定金利年2.145%、支払日が平成16年10月11日から 3箇月ご
と。被告から原告への金利支払条件は、変動金利（ 3 箇月 TIBOR＋ 0 %）
で、支払日は、平成16年10月11日から 3箇月ごと。
　「契約②」契約締結日は平成16年 6 月18日（先スタート型）。想定元本は
5千万円、取引期間は平成17年 6 月22日から 6年間。原告から被告への金
利支払条件は、固定金利年3.035%、支払日が平成17年 9 月22日から 3箇月
ごと。被告から原告への金利支払条件は、変動金利（ 3 箇月 TIBOR ＋












































































（ 6）　例えば、日本証券アナリスト協会編『新・証券投資論実務篇』第 1 章（日本
経済新聞社、2009年）。












































































































































































































いては、契約締結日の 1 年先スタート 6 年物のスワップレート（対 3 か月




































































100　　早法 90 巻 3 号（2015）







プ契約（変動金利 LIBOR と固定金利2.445% とを交換するもの）を勘案した
当該企業借入金の実質的支払固定金利は4.48% でして、民法404条の法定

































































































行法務21・57巻 7 号 5 頁。
（37）　上村達男「金融商品取引業における『業』概念をめぐる議論について」ビジネ








































































































（44）　石尾賢二「デリバティブ取引の法的問題について〜最高裁平成25年 3 月 7 日判
決を中心として」静岡大学法政研究18巻 1 ・ 2 号94頁。
（45）　平成17年10月付金融庁「主要行向けの総合的な監督指針」Ⅲ─ 3 ─ 3 ─ 1 ─ 2 ─
（ 2 ）、平成26年 4 月付金融庁「主要行向けの総合的な監督指針」Ⅲ─ 3 ─ 3 ─ 1 ─ 2 ─
（ 2 ）。
（46）　鈴木英司「デリバティブ商品や仕組債等の金融商品販売における説明義務─最
高裁平成17年 7 月14日判決の再評価と最高裁平成25年 3 月 7 日判決の問題点」
NBL1039号30頁。
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































126　　早法 90 巻 3 号（2015）
おいては、「顧客が当該取引の合理性を『市場取引を参照しつつ』自ら検
証できるだけの説明を行うこと」が、「公正価格取引に関する金融商品取
引業者等の責務」として観念されるべきであろう。本件においては、固定
金利部分の参照指標である「スワップレート」等に関する説明がこれに該
当すると考えるべきである
（96）
。
【参考文献】
　本文中で引用したものの他、本件に関する判例評釈・解説等には以下のも
のがある。
加藤伸樹「原審判批」『最新金融・商事法判例の分析と展開〔別冊金融・商
事判例〕35頁
木村真生子「原審判批」『金融商品取引法判例百選（別冊ジュリスト）』61頁。
二宮正一郎「原審判批」金融・商事判例1400号 8 頁。
松浦聖子「金利スワップ契約における銀行の説明義務」法学セミナー58巻10
号110頁
水野信次「金融商事実務判例紹介（原審）」銀行法務21.55巻 9 号63頁
※本稿の作成にあたっては、金融実務の専門家、弁護士、法律学者、金融工
学の専門家等の多くの方から貴重なコメントを頂いた。いずれも、それぞれ
の方の個人的利害関係を離れてご協力頂いたために、ここで名前を個別に挙
（96）　ちなみに、金利スワップ取引の固定金利部分における「スワップレートに対
するスプレッド」は、現行法令上は金商業等府令74条 1 項の「手数料等」に該当
し、表示の対象となると考えられる。「金融商品取引法制に関する政令案・内閣府
令案等」に対するパブリックコメントの結果等について（平成19年 7 月31日）」の
「コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方」256頁184番・185番（スワ
ップ取引において支払う金銭等）においては、金融庁の考え方が以下のように示さ
れている。「スワップ取引において顧客が支払うこととなる固定金利は「手数料等」
に該当しないものと考えられます。ただし、手数料等を顧客が支払うこととなる固
定金利に織り込むことにより一律に手数料等の開示が不要になるとはいえず、実質
的に手数料等に相当する部分が存在する場合には、当該手数料の表示が必要になる
と考えられます。」
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げることは差し控えさせて頂くが、心より感謝申し上げる次第である。なお、
本稿の文責はすべて筆者にある。
